
移住者と関係人口

１ 移住者の定義

移住＝生活の場である住居地を替えること

定住まで含んだ移住

一時的に住居地を替えること（二拠点居住や別荘、ゲストハウスなど）

定住地を持たずに転々と住居地を替えること（シェアハウスやゲストハウス、ノマドなど）

多くの自治体が進める移住

「関係人口」・「交流人口」に
変化する可能性を秘めた層

「関係人口」・「交流人口」
に含まれる層

２ 移住者の分類

小田切教授（※）の定義＝都道府県をまたぐ移動+自治体の移住定住支援サービス（相談窓口や空き家バンク）を利用した

※明大教授、国の「これからの移住・交流施策の在り方に関する検討会」座長
意見：青梅市は東京圏に位置するため別な視点での定義が合っている。
この教授の定義は過疎地域に合わせたものと思われる。
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３ 関係人口 「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を指します。

４ 関係人口の「関係」とは？（「関係」＝関心×関与）

（出展：関係人口ポータルサイト（総務省）より）

青梅市
関心×関与

青梅のお酒が好
きだから、青梅市
が発展すると良
いなと思い、イベ
ントに協力

地方創生には関心ない。
むしろ何らかの価値が
自分に返ってくることを
期待する。

魅力

基本的に、「地域を良くしたい」や「地方創生したい」という人は少ない。地域の何かに魅力を感じて「関心
×関与」に至っただけで、「関係人口」が魅力に感じたことの何かの魅力がより増すための手段として「地
域活性化」を望んでいる。そして巡り巡って「自分に返ってくる何らかの価値」を期待している。

⇒誰に対してどういう価値を提供するかが重要

民間企業
有名人観光名所

特産品

他自治体との競争も
激化している。青梅
独自の強みを生かし
た魅力発信が◎



５ 自治体の取り組みの方向性



６ 最近の国の移住定住に関する方向性

（出展：これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書－ 「関係人口」の創出に向けて －（総務省）より）

【これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書より】
今後の施策の方向性として、（１）段階的な移住・交流を支援
する、（２）「ふるさと」への想いを受け止める、（３）地域における環境を
整えるという方向性が示された。移住希望者が移住に向けた階段を一歩一
歩登ることができるように、その一段一段を低く感じることができるよう
な施策を充実させるべきである。加えて、人々の「ふるさと」との多様な
関わりを前提に、移住・定住を必ずしも目標とせず、「ふるさと」への想い
を積極的に受け止め、地域づくりに生かす新たな仕組みをより具体的に検
討することが望ましい。そして、これらの移住・交流、「ふるさと」との関
わりを深める取組を展開していくためには、その取組をコーディネート、
プロデュースできる中間支援機能の育成等、受入側の地域の環境を整える
ことも重要である。

（出展：これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書－ 「関係人口」の創出に向けて －（総務省）より）



７ 関係人口と３つの課題

①関係人口の量的な把握
②小さな拠点と関係人口

③「新しい内発的発展」と関係人口

「新しい内発的発展」とは、外部からの経済的活性化に依存し、発展を期待
する形態（重化学工業とその関連産業の発展による拠点開発やホテル、ゴ
ルフ場、スキー場などの誘致によるリゾート開発に代表される「外来型発
展」）ではなく、地域住民の主体的な取組を強調する従来型の「（一般型）内
発的発展」のほか、地域の主体性を前提としつつも、外部アクターとの連携
を強調するものである。外と開かれた交流が地域の内発性を強めてくという
こと。

遠隔でも参加できる関係
人口の参画などの取組を支援

（出展：内閣府より）

（出展：国交省より）

多様な関係人口のプラット
フォームとしての「小さな拠点」
の可能性

ブランド研究所による
「関係人口の意識調
査2021」から。東京都
は6,699,000人で居住

人口との比率は全国
43位の48％。

この調査では、各都道
府県出身者（居住者を
除く）と応援者（居住者
および出身者以外に
その都道府県を応援
したいと思っている人）
の両方を「関係人口」
としている。
この人たちの3割弱が
移住したいとの答えも。


